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今
回
の
「未
来
を
考
え
る
会
」

は
こ
れ
ま
で
の
市
民
運
動
を
引

き
継
ぎ
、
市
民
の
声
を
市
政
に

反
映
さ
せ
る
た
め
の
「会
」と
し

て
、
要
望
を
ま
と
め
た
も
の
で

す
。
6

項
目
の
要
望
は
1

、

国
立
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
計

画
の
抜
本
的
見
直
し
2

、
西

側
の
共
同
ビ
ル
建
設
に
つ
い
て

は
、
改
め
て
市
民
の
合
意
を
得

て
進
め
る
こ
と
。
3
、
都
市
計

画
道
路
3

・
4

・
10
号
線
は

道
路
の
延
長
は
止
め
る
べ
き
、

4
、
降
下
し
た
の
活
用
は
、
駐

輪
場
・図
書
館
な
ど
市
民
の
願

い
を
生
か
し
た
内
容
に
変
更

す
る
こ
と
。
5
、
旧
国
立
駅
舎

の
復
原
後
の
活
用
に
つ
い
て

は
、
市
民
の
意
見
を
聞
く
こ

と
。
6

、
憲
法25

条
の
立
場

7

月
16

日
午
後
8

時
よ
り

福
祉
会
館
に
お
い
て
、
公
立
保

育
園
の
民
営
化
に
つ
い
て
、
公

立
４
園
の
保
護
者
代
表
と
福

祉
保
険
委
員
会
と
の
懇
談
会

が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。 

 
こ
の
間
、
市
長
は
保
育
審
議

会
に
公
立
保
育
園
の
民
営
化

に
つ
い
て
の
基
本
的
な
考
え
方

と
民
営
化
の
方
法
に
つ
い
て
諮

問
し
た
答
申
を
受
け
て
市
が

民
営
化
の
方
針
を
出
し
ま
し

た
。 懇

談
会
で
は
、
保
護
者
会
の

会
長
か
ら
、
先
月
26

日
に
市

に
要
望
書
を
提
出
し
市
長
と

も
懇
談
を
し
た
が
、
民
営
化
の

是
非
に
つ
い
て
の
議
論
も
な

く
、
民
営
化
に
よ
る
子
供
に
対

す
る
メ
リ
ッ
ト
の
説
明
が
な
い

な
か
、
市
の
財
政
的
な
面
の
み

で
突
然
民
営
化
の
方
針
が
出

さ
れ
、
今
年
中
に
民
営
化
の
園

を
決
め
る
の
は
あ
ま
り
に
も
拙

速
す
ぎ
る
、
オ
ー
ル
国
立
で
民

営
化
の
是
非
か
ら
話
し
合
う
べ

き
と
い
う
趣
旨
の
発
言
が
あ
り

ま
し
た
。 

議
員
か
ら
保
護
者
へ
の
質
問

で
は
、
市
の
説
明
会
で
は
、
保

護
者
の
知
り
た
い
説
明
が
な
さ

れ
ず
不
安
だ
け
が
残
っ
た
と
い

8
階
建
て
の
中
止
な
ど
を
求

め
、
ま
た
、
こ
う
し
た
大
型
開

発
の
財
源
づ
く
り
の
た
め
に
国

民
健
康
保
険
税
の
値
上
げ
や

家
庭
ご
み
の
有
料
化
、
保
育

料
の
値
上
げ
な
ど
市
民
負
担

増
で
な
く
、
市
民
の
く
ら
し
を

守
る
た
め
に
大
型
開
発
を
抜

本
的
に
改
め
る
こ
と
を
求
め

る
、
「署
名
推
進
セ
ン
タ
ー
」と

し
て
、
市
長
要
望
署
名
に
取

り
組
み
1

万
1

千
人
を
超

え
る
賛
同
署
名
を
集
め
市
長

に
提
出
し
て
来
ま
し
た
。 

う
意
見
、
公
立
園
は
ベ
テ
ラ
ン

の
先
生
が
い
て
、
保
育
士
の
入

れ
替
わ
り
が
あ
ま
り
な
く
信

頼
関
係
が
築
け
て
い
る
が
、
民

営
化
さ
れ
る
と
子
供
達
へ
の
影

響
が
心
配
問
う
声
、
財
政
面

で
民
営
化
す
る
の
で
な
く
子

ど
も
の
最
善
の
利
益
で
決
め
て

ほ
し
い
と
い
う
要
望
、
私
立
保

育
園
で
断
ら
れ
て
公
立
で
救

わ
れ
た
の
で
公
立
保
育
園
を

も
っ
と
認
め
て
ほ
し
い
な
ど
の

意
見
出
さ
れ
ま
し
た
。 

市
の
民
営
化
の
方
針
は
、
６

月
議
会
に
報
告
と
い
う
形
で

議
会
に
示
さ
れ
、
今
後
は
議

会
の
議
決
な
し
で
進
ん
で
い
く

こ
と
に
な
り
、
議
会
が
決
め
る

の
は
予
算
や
設
置
条
例
が
出

さ
れ
た
と
き
に
な
り
ま
す
。
懇

談
会
は
委
員
会
と
し
て
保
護

者
の
意
見
を
聞
く
場
と
し
て

設
定
さ
れ
た
の
で
、
個
々
の
議

員
の
意
見
は
述
べ
る
場
は
あ
り

ま
せ
ん
で
し
た
が
、
保
護
者
会

の
会
長
か
ら
は
議
員
の
意
見

を
示
し
て
ほ
し
い
と
の
要
望
が

あ
り
ま
し
た
。 

６
月
議
会
の
委
員
会
に
対

す
る
民
営
化
の
報
告
に
つ
い

て
、
尾
張
議
員
は
、
公
立
保
育

園
の
運
営
費
の
８
割
が
人
件

費
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
市
の
示

し
た
財
政
効
果
は
額
面
通
り

に
は
い
か
な
い
点
と
公
立
保
育

園
の
質
を
担
保
す
る
の
な
ら

ば
民
営
化
で
な
く
今
の
公
立
保

育
園
を
守
る
べ
き
と
質
し
ま
し

た
。
市
は
１２
月
ま
で
に
民
営
化

す
る
園
を
決
定
す
る
と
し
て
い

ま
す
。
民
営
化
の
是
非
を
市
民

に
問
わ
ず
に
民
営
化
あ
り
き
で

進
む
国
立
市
政
の
あ
り
方
は
暴

走
し
て
い
ま
す
。 

 

7

月
21

日
午
前
、
国
立
駅

周
辺
の
大
型
開
発
の
ま
ち
づ
く

り
計
画
で
、
「国
立
駅
周
辺
ま

ち
づ
く
り
と
未
来
を
考
え
る

会
」は
、
改
め
て
6

項
目
の
要

望
事
項
を
ま
と
め
て
国
立
市

に
抜
本
的
な
見
直
し
を
求
め

て
要
望
し
ま
し
た
。 

 

「未
来
を
考
え
る
会
」で
は
こ

れ
ま
で
、
駅
周
辺
の
ま
ち
づ
く

り
に
つ
い
て
、
都
市
計
画
道
路

3

・
4

・
10

号
線
計
画
の
撤

回
や
ロ
ー
タ
リ
ー
機
能
の
存

続
、
駅
西
側
の
商
業
共
同
ビ
ル

で
、
市
民
の
く
ら
し
を
守
る
こ

と
で
す
。 

 

市
長
か
ら
の
回
答
と
し
て

は
、
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
の
総

額
は
40

億
円
ぐ
ら
い
変
化
は

あ
る
。
南
口
公
共
用
地
に
つ
い

て
は
、
土
地
活
用
は
プ
ロ
ポ
ー

ザ
ル
方
式
で
変
わ
ら
な
い
。
子

供
の
支
援
施
設
、
1

階
は
ア

ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
的
な
も
の
考

え
て
い
る
。
3

・
4

・
10
号
線

は
計
画
通
り
に
、
高
架
下
は
図

書
機
能
を
生
か
し
た
活
用
。

旧
駅
舎
は
8

月
に
方
向
性
見

え
る
。
ロ
ー
タ
リ
ー
機
能
は
存

続
す
る
。
自
転
車
駐
輪
場
は

中
1

丁
目
は
立
体
化
、
東
側

に
も
確
保
す
る
た
め
話
し
合
い

し
て
る
。
な
ど
の
答
が
あ
り
ま

し
た
。 

市長と「未来の会」の代表と共産党市議団 



     国立市長                               2016年7月20日 

   佐藤 一夫 様                         日本共産党国立市議団 高原幸雄 
                                               尾張美也子 
                                                住友珠美 
                       
     
議会で議決されていないにもかかわらず出された市報の「家庭ごみを有料化します」の記載の撤回と市民の

意見を反映した施策への転換を求める要望書 
       
 国立市の行政にご尽力いただき感謝いたします。 
 国立市報の6月20日付の特集号に「平成29年9月から家庭ごみを有料化します」という題名の記事が掲載されまし

た。市議団には「いつ有料化が議決されたのか」「どこで決まったのか」などの問い合わせが寄せられました。 
 家庭ごみ有料化に関しては、市長が有料化の制度設計に関してごみ問題審議会に諮問し、その答申が出されました

が、今回のごみ問題審議会では、有料化の是非についての議論はなされていません。2016年6月議会には建設環境委員

会に市の素案は報告事項でありましたが、議会で議決はされていません。 
 このような中で、市報で、まるで決定事項のように「平成29年度9月から家庭ごみを有料化します」と記載をするの

は、市民の代表による議決機関である議会を軽視し、ひいては市民に対する冒涜です。 
 そこで、以下の点を要望します。 
 
１．6月20日付市報特集号表面の「家庭ごみを有料化します」という決定事項とした記載を訂正し「家庭ごみ有料化の

国立市の実施方針（素案）です」という趣旨の記載に改めること。 
 
2．これまで出されたパブリックコメントや有料化の是非を含む素案に対する市民の意見と市が行った有料化に関する

調査やアンケートの結果(以下参照)を実施方針などの施策に反映させること。 
 
◇第１５回国立市政世論調査（平成26年度6月実施。対象3千人）の結果では、「循環型社会形成のために行政が行う

こと」に対する回答では「家庭ごみの有料化を進める」は、わずか6．6％です。最も多い市民の意見は「ごみの分別

などに対する指導を徹底する」（37・5％）「市報でごみに関する情報をより詳しく提供する」(36．5％)「事業者に対

し商品の包装を簡単にするなどの指導をする」（31．8％）など行政が市民とともにごみ減量対策に取り組むべきこと

を求めています。 
◇国立市「家庭ごみ有料化に関するアンケート調査」（平成26年10月実施。対象2千人）の結果では、平成２１年に実

施した調査と比較して、家庭ごみの有料化を実施しても構わない(賛成）が20．3％から13．7％へ減少し、実施すべき

ではない(反対)が18．8％から38．6％へと２倍以上に増えています。                          

                                   
                        

        
 

議員団より市長に提出した要望書の内容 


